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「「「「地域密着型金融推進計画地域密着型金融推進計画地域密着型金融推進計画地域密着型金融推進計画」」」」のののの進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況についてについてについてについて    
 
 
  りそなグループの近畿大阪銀行（社長 桔梗 芳人）は、平成 17年 8月に策定しました「地
域密着型金融推進計画」に関する平成 17年 4月～平成 18年 9月における進捗状況につい
て、今般取り纏めましたのでお知らせいたします。 
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「「地域密着型金融推進計画」地域密着型金融推進計画」
の進捗状況についての進捗状況について
（平成（平成1717年年44月～平成月～平成1818年年99月）月）
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◆ 地域密着型金融とは、金融機関が地域の皆さまとの長期的な取引関係により得られた情報を活用し、質の高い

コミュニケーションを通じて、お客さまのニーズや経営状況等を的確に把握し、これにより金融機能を強化する

とともに、金融機関自身の収益向上を図ることを本質とするものです。

「地域密着型金融」とは

Ⅰ．全体的な進捗状況および評価

Ⅱ．大項目毎の進捗状況および評価
1．事業再生・中小企業金融の円滑化

2．経営力の強化

3．地域の利用者の利便性向上

Ⅲ．数値目標の達成状況

Ⅳ．具体的な取組みの進捗状況

Ⅴ．主な事例紹介

Ⅵ．用語解説

Ｐ 1・・・

Ｐ 2～3・・・

Ｐ 4～5・・・

Ｐ 6～12・・・

Ｐ 13～15・・・

Ｐ 16・・・



1.当社における「地域密着型金融推進計画」とは1.当社における「地域密着型金融推進計画」とは

2.全体的な進捗状況及びそれに対する評価2.全体的な進捗状況及びそれに対する評価

ⅠⅠ..全体的な進捗状況および評価全体的な進捗状況および評価
Ｐ1Ｐ1

◆　当社は、創業当初より大阪府下を営業基盤とする地域金融機関として、「地域に存在感があり、お客さまから信頼され
　る銀行」を目指し、またりそなグループはブランドビジョンとして、ヒューマンコミュニケーションを大切にし、お客

　　さまひとりひとりの“満足を超える感動”を創造する金融サービスグループを目指しております。
一方、金融機関を取り巻く環境は大きく変化し、お客さまニーズの多様化・高度化、社会的責任・地域貢献への要請

　がますます高まるなか、これまで以上に地域のお客さまの目線に立った高品質の金融サービスの提供に徹し、地域経済・
　産業と「共存共栄」してこそ、当社の地域金融機関としての使命・責務を果たせるものとの考えに基づき、平成17年8月、
　経営の最優先テーマとして『地域密着型金融推進計画』を策定・公表いたしました。

◆ 本計画において、当社は、まさに地域密着金融を実践し、当社の目指す銀行像を実現していくため、以下の3点を主要
　計画項目に掲げ、積極的に取り組んでおります。

1．事業再生・中小企業金融の円滑化 2．経営力の強化 3．地域の利用者の利便性向上

◆ 平成17年4月～18年9月の進捗状況は全社的な取組みを進めた結果、概ね計画通りに進捗しており、目標とする経営指標も

　　計画を上回る実績・成果をあげております。

特に「経営相談・支援機能強化への取組み」、「担保・保証に過度に依存しない融資の推進」、「お客さまの声を反映

　 した利便性向上への取組み」などでは、新たな仕組みづくりや機能・サービスのレベルアップを図ることができました。

◆ 今後も、計画の着実な進捗を図ることはもちろん、｢スピード｣と｢コミュニケーション｣を徹底的に追求し、地域の

　　皆さまに貢献できる金融サービスの提供に努めてまいります。



Ⅱ．大項目毎の進捗状況および評価Ⅱ．大項目毎の進捗状況および評価

1.事業再生・中小企業金融の円滑化1.事業再生・中小企業金融の円滑化

Ｐ2Ｐ2

◆ 事業再生・中小企業金融の円滑化を通じた地域経済の再生・活性化は地域金融機関である当社の本来的な使命・責務で
　　あり、積極的な取組みを行っております。平成17年度並びに平成18年度上期の取組みは以下の通りです。

◆ 創造・新事業支援機能の強化では、産学官連携活動に関する基本協定を締結している大阪府立大学と｢産学官連携フェ
　　ア2005｣、｢ものづくり後継者特修塾｣の開催等で連携を強化、また中小企業基盤整備機構の｢中小企業･ベンチャー総合
　　支援センター近畿｣を活用し個別相談会を実施いたしました。

◆ 取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化では、ビジネスマッチング機能の充実を図り、近畿地区産業クラスター
　　サポート金融会議が主催する「第1回、第2回ビジネスマッチングフェア」、(財)大阪産業振興機構が主催する｢創都ビ
　　ジネスフェア｣等へお取引先の参加を募集するとともに、当社主催でビジネス商談会を延べ4回開催いたしました。さら
　　に取引先企業の事業内容･取引商品･特徴等の情報を集約した｢企業マッチングデータベース｣を整備･拡充し、1,755社の
　　取扱製品企業情報を登録することで、積極的にお取引先の紹介等を実施しました。

◆ 　事業再生に向けた取組みとして、中小企業再生ノウハウに長けたあおぞら銀行グループと協働で組成する｢再生ファン
　　ド｣、中小企業基盤整備機構等が出資する「おおさか中小企業再生ファンド」を活用するとともに、EXITファイナスや、
　　再生シナリオ付きバルクセール等の先進的手法を積極的に取組みました。

◆ 担保・保証に過度に依存しない融資の推進として、スコアリングモデル商品の充実を図り、「社長の味方Ⅰ｣、「社長
　　の味方Ⅱ」、「ビジネスローン・羅針盤」、「大阪府ポートフォリオ型融資」、個人事業者向け｢新型長期無担保融資
　　Ⅴ｣の積極的な推進を行っております。

◆ 引続き、地域経済の活性化のお役に立てる、最適なサービスをスピーディにご提供できるよう、一層の機能強化に努め
　　るとともに、更なる具体的成果の積上げに取組んでまいります。

※ 数値目標の達成状況は4～5ページ、詳細は6～8ページをご覧ください



Ｐ3Ｐ3

3.地域の利用者の利便性向上3.地域の利用者の利便性向上

◆ 当社は、お客さまの目線で発想し、行動する「ホスピタリティ」の精神に基づき、創造性に富んだ金融サービス業への
　　進化を目指して「サービス改革」への取組みを強化しており、本計画においても、お客さまの声を反映した利便性の向
　　上を目指し、17年4月に設置しました「サービス改革室」が中心となり積極的な取組みを行いました。

◆　「まちづくり」の視点からの地域再生施策との連携については、大阪府が推進する「金融新戦略」への積極的な参画を
　　図りました。

◆ また、本計画の進捗や取組み実績等については、引続き積極的に開示してまいります。
※ 17年4月～18年9月の具体的な実績・成果等については「Ⅴ.主な事例紹介」のページをご覧下さい

◆ より地域の利用者ニーズを重視し、ＩＴ等を活用した多様かつ高品質の金融サービスの提供に努めるとともに、地域金

　　融機関としての社会性・公共性等を踏まえ、本計画ではリスク管理態勢の充実、法令等遵守態勢の強化、ならびにガバ
　　ナンスの強化に取組んでおります。

◆ 平成17年度並びに平成18年度上期における具体的な取組みは、コンプライアンスに関する研修・啓発の強化、バーゼル

　　Ⅱ導入に向けたリスク管理の高度化、信用格付システムの導入、財務内容の適正性の確保、ＩＴの戦略的活用などに取
　　組み、経営力の強化には相応の成果を挙げることができました。

2.経営力の強化2.経営力の強化 ※ 数値目標の達成状況は4～5ページ、詳細は9～11ページをご覧ください

※ 詳細は11～12ページをご覧ください

Ⅱ．大項目毎の進捗状況および評価Ⅱ．大項目毎の進捗状況および評価



Ⅲ．数値目標の達成状況Ⅲ．数値目標の達成状況

目 標目 標

達成状況達成状況

Ｐ4Ｐ4

平成17年度　　　 352億円

平成18年度上期　 175億円

①地域金融の円滑化

　◇担保・保証に依存しないスコアリングモ
　　デル商品実行額
　　　　17年度　　150億円
　　　　18年度　 300億円　※

①地域金融の円滑化

　◇担保・保証に依存しないスコアリングモ
　　デル商品実行額
　　　　17年度　　150億円
　　　　18年度　 300億円　※

②収益力の向上
　◇税引前当期利益
　　　　17年度　160億円

　　　　18年度 167億円

②収益力の向上
　◇税引前当期利益
　　　　17年度　160億円

　　　　18年度 167億円

15年度 ： 169億円

16年度 ： 127億円

15年度：▲2,226億円

16年度：　 363億円

（※の数値目標は18年4月に策定、その他の数値目標は17年8月に策定）

平成17年度　　　287億円

平成18年度上期　 152億円

　15年度　　　16年度　 　17年度　　 18年度上期　 18年度

　 実績　　　　実績　　　実績 計画　　 実績　　　 計画
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Ⅲ．数値目標の達成状況Ⅲ．数値目標の達成状況

目 標目 標

達成状況達成状況

Ｐ5Ｐ5

④事業再生

　◇17年4月～19年3月の経営改善支援取組み先
　　のﾗﾝｸｱｯﾌﾟ率30%以上

④事業再生

　◇17年4月～19年3月の経営改善支援取組み先
　　のﾗﾝｸｱｯﾌﾟ率30%以上

③財務の健全性

　◇不良債権比率18年度末

　 　　4%台後半

③財務の健全性

　◇不良債権比率18年度末

　 　　4%台後半

15年度末：8.9%

16年度末：6.6%

15年4月～17年3月：26.8%
取組み先 425先
ﾗﾝｸｱｯﾌﾟ先　114先

15年4月 17年4月 17年4月 17年4月
～17年3月　　 ～18年3月 ～18年9月 ～19年3月
　実績　　 実績 実績 計画

25% 

30%

35%

（数値目標は17年8月に策定）

平成17年度 　　3.98%

平成18年度上期 3.82%

平成17年度　　　31.3%

平成18年度上期　32.4%

15年度末 16年度末 17年度末 18年度上期　 18年度末

実績　　　実績 実績　　　 実績　　　 計画
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② 取引先企業に対する経営相談・支援機能強化

◇経営相談・支援機能の強化

・ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸ゙ 情報347件〔90件〕商談ｾｯﾃｨﾝｸﾞ228社〔68社〕内成約9件〔3件〕

・当社単独のﾋﾞｼﾞﾈｽ商談会を延べ4回開催、延べ72社〔31社〕が参加
・「ｅ-あきないﾈｯﾄ」の活用　直近1年間で1,706件の利用実績

　･ ｢企業ﾏｯﾁﾝｸ゙ ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ｣を整備･拡充、1,755社を登録(18年5月)

◇要注意先債権等の健全債権化等に向けた取組み強化

　・経営支援・事業再生を目的とした「企業調査ｾﾐﾅｰ」を実施、延べ79名受講

　・営業店での再生支援活動の浸透のため本部ｽﾀｯﾌの訪問指導

◇健全債権化等の強化に関する実績の公表等
・経営改善支援取組み先435先、ﾗﾝｸｱｯﾌﾟ先141先、ﾗﾝｸｱｯﾌﾟ率32.4%

② 取引先企業に対する経営相談・支援機能強化

◇経営相談・支援機能の強化

・ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸ゙ 情報347件〔90件〕商談ｾｯﾃｨﾝｸﾞ228社〔68社〕内成約9件〔3件〕

・当社単独のﾋﾞｼﾞﾈｽ商談会を延べ4回開催、延べ72社〔31社〕が参加
・「ｅ-あきないﾈｯﾄ」の活用　直近1年間で1,706件の利用実績

　･ ｢企業ﾏｯﾁﾝｸ゙ ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ｣を整備･拡充、1,755社を登録(18年5月)

◇要注意先債権等の健全債権化等に向けた取組み強化

　・経営支援・事業再生を目的とした「企業調査ｾﾐﾅｰ」を実施、延べ79名受講

　・営業店での再生支援活動の浸透のため本部ｽﾀｯﾌの訪問指導

◇健全債権化等の強化に関する実績の公表等
・経営改善支援取組み先435先、ﾗﾝｸｱｯﾌﾟ先141先、ﾗﾝｸｱｯﾌﾟ率32.4%

① 創業・新事業支援機能等の強化

◇融資審査態勢の強化等
・目利きを目的とした「企業調査ｾﾐﾅｰ（目利き）」を実施
・融資部部内研修会および営業店訪問研修会を実施
・地銀協主催の集合研修受講者41名〔11名〕、通信講座受講者65名〔16名〕
◇産学官のさらなる連携強化等
・大阪府等主催の「第2回　自信あり！ええもんなにわ市」に取引先18社参加

　 (18年2月)
◇地域におけるﾍﾞﾝﾁｬｰ企業向け業務に係る外部機関等との連携強化等
・ﾍﾞﾝﾁｬｰﾋﾞｼﾞﾈｽ融資支援制度の取扱2件82百万円、近畿大阪ﾍﾞﾝﾁｬｰ育成
ﾌｧﾝﾄﾞの取扱10件156百万円〔2件40百万円〕、国民生活金融公庫との連携

　 6件117百万円、「大阪府成長性評価融資制度」の取扱26件757百万円
　〔10件265百万円〕

① 創業・新事業支援機能等の強化

◇融資審査態勢の強化等
・目利きを目的とした「企業調査ｾﾐﾅｰ（目利き）」を実施
・融資部部内研修会および営業店訪問研修会を実施
・地銀協主催の集合研修受講者41名〔11名〕、通信講座受講者65名〔16名〕
◇産学官のさらなる連携強化等
・大阪府等主催の「第2回　自信あり！ええもんなにわ市」に取引先18社参加

　 (18年2月)
◇地域におけるﾍﾞﾝﾁｬｰ企業向け業務に係る外部機関等との連携強化等
・ﾍﾞﾝﾁｬｰﾋﾞｼﾞﾈｽ融資支援制度の取扱2件82百万円、近畿大阪ﾍﾞﾝﾁｬｰ育成
ﾌｧﾝﾄﾞの取扱10件156百万円〔2件40百万円〕、国民生活金融公庫との連携

　 6件117百万円、「大阪府成長性評価融資制度」の取扱26件757百万円
　〔10件265百万円〕

1 .事業再生・中小企業金融の円滑化1 .事業再生・中小企業金融の円滑化

ⅣⅣ..具体的な取組みの進捗状況具体的な取組みの進捗状況
Ｐ6Ｐ6

計 画 進捗状況

計 画 進捗状況

① 創業・新事業支援機能等の強化

◇融資審査態勢の強化等

・目利きを目的とした集合研修の実施
・地銀協主催の研修、通信講座の受講奨励

◇産学官のさらなる連携強化等

・大阪府立大学、大阪TLO(技術移転機関)の活用
・中小企業・ﾍﾞﾝﾁｬｰ総合支援ｾﾝﾀｰとの連携
・産業ｸﾗｽﾀｰｻﾎ゚ ｰﾄ金融会議への参画

◇地域におけるﾍﾞﾝﾁｬｰ企業向け業務に係る外部機関等との連携強化等
・ﾍﾞﾝﾁｬｰﾋﾞｼﾞﾈｽ融資支援制度、近畿大阪ﾍﾞﾝﾁｬｰ育成ﾌｧﾝﾄﾞの活用

　・日本政策投資銀行、国民生活金融公庫との連携
　・公的機関が実施するﾍﾞﾝﾁｬｰ企業向け支援制度の活用

① 創業・新事業支援機能等の強化

◇融資審査態勢の強化等

・目利きを目的とした集合研修の実施
・地銀協主催の研修、通信講座の受講奨励

◇産学官のさらなる連携強化等

・大阪府立大学、大阪TLO(技術移転機関)の活用
・中小企業・ﾍﾞﾝﾁｬｰ総合支援ｾﾝﾀｰとの連携
・産業ｸﾗｽﾀｰｻﾎ゚ ｰﾄ金融会議への参画

◇地域におけるﾍﾞﾝﾁｬｰ企業向け業務に係る外部機関等との連携強化等
・ﾍﾞﾝﾁｬｰﾋﾞｼﾞﾈｽ融資支援制度、近畿大阪ﾍﾞﾝﾁｬｰ育成ﾌｧﾝﾄﾞの活用

　・日本政策投資銀行、国民生活金融公庫との連携
　・公的機関が実施するﾍﾞﾝﾁｬｰ企業向け支援制度の活用

② 取引先企業に対する経営相談・支援機能強化

◇経営相談・支援機能の強化

・ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸ゙ 機能の提供、りそな総合研究所等との連携によるｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ
　機能の提供
・取引先向けｻｲﾄによる経営情報提供

◇要注意先債権等の健全債権化等に向けた取組み強化

　・営業店担当者のｽｷﾙ向上、営業店管理の支援対象先を幅広に選定、外部　
　　ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸ゙ の活用

◇健全債権化等の強化に関する実績の公表等
・ﾗﾝｸｱｯﾌ゚ 状況、特徴ある取組みについて公表

② 取引先企業に対する経営相談・支援機能強化

◇経営相談・支援機能の強化

・ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸ゙ 機能の提供、りそな総合研究所等との連携によるｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ
　機能の提供
・取引先向けｻｲﾄによる経営情報提供

◇要注意先債権等の健全債権化等に向けた取組み強化

　・営業店担当者のｽｷﾙ向上、営業店管理の支援対象先を幅広に選定、外部　
　　ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸ゙ の活用

◇健全債権化等の強化に関する実績の公表等
・ﾗﾝｸｱｯﾌ゚ 状況、特徴ある取組みについて公表

※実績の数値は17年4月～18年9月、〔〕内は18年度上期中

※実績の数値は17年4月～18年9月、〔〕内は18年度上期中



ⅣⅣ..具体的な取組みの進捗状況具体的な取組みの進捗状況

④ 担保・保証に過度に依存しない融資の推進等
◇担保・保証に過度に依存しない融資の推進
・ﾐﾄﾞﾙﾘｽｸ・ﾐﾄﾞﾙﾘﾀｰﾝ型商品「羅針盤」を導入、770件33億円〔243件10億円〕

　　の実行
・「大阪府ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ型融資」を導入、1,365件240億円〔472件86億円〕の実行
・法人向け商品｢社長の味方」を導入 .1,705件234億円〔556件79億円〕の実行
・個人事業主向け商品｢新型長期無担保融資Ⅴ｣を導入、228件13億円〔228件

　 13億円〕の実行
・｢財務制限条項を活用した商品｣の導入、576件504億円〔396件331億円〕の

　 実行
・ｽｺｱﾘﾝｸﾞﾓﾃﾞﾙ実行額17年度目標150億円に対し352億円の実行、(達成率234%)

　 18年度目標300億円に対し175億円の実行(達成率58%)
◇中小企業の資金調達手法の多様化等
・りそな銀行等との連携によるﾉﾝﾘｺｰｽﾛｰﾝ3件47億円の実行
・第2回政令指定都市CLOに参加、5件1.3億円の実行
・中國銀行との提携による現地金融機能の提供

④ 担保・保証に過度に依存しない融資の推進等
◇担保・保証に過度に依存しない融資の推進
・ﾐﾄﾞﾙﾘｽｸ・ﾐﾄﾞﾙﾘﾀｰﾝ型商品「羅針盤」を導入、770件33億円〔243件10億円〕

　　の実行
・「大阪府ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ型融資」を導入、1,365件240億円〔472件86億円〕の実行
・法人向け商品｢社長の味方」を導入 .1,705件234億円〔556件79億円〕の実行
・個人事業主向け商品｢新型長期無担保融資Ⅴ｣を導入、228件13億円〔228件

　 13億円〕の実行
・｢財務制限条項を活用した商品｣の導入、576件504億円〔396件331億円〕の

　 実行
・ｽｺｱﾘﾝｸﾞﾓﾃﾞﾙ実行額17年度目標150億円に対し352億円の実行、(達成率234%)

　 18年度目標300億円に対し175億円の実行(達成率58%)
◇中小企業の資金調達手法の多様化等
・りそな銀行等との連携によるﾉﾝﾘｺｰｽﾛｰﾝ3件47億円の実行
・第2回政令指定都市CLOに参加、5件1.3億円の実行
・中國銀行との提携による現地金融機能の提供

　

③ 事業再生に向けた積極的な取組み

◇事業再生に向けた積極的な取組み

・あおぞら銀行と協働で組成する再生ﾌｧﾝﾄﾞを69先が活用

・再生ｼﾅﾘｵ付ﾊﾞﾙｸｾｰﾙによる債権譲渡の実施

・ｴｸﾞｼﾞｯﾄﾌｧｲﾅﾝｽの取組

・中小企業基盤整備機構等と当社を含む大阪府内7金融機関の共同出資によ
　 る「おおさか中小企業再生ﾌｧﾝﾄﾞ」を設立し第一号案件を取組

・｢元気出せ大阪ﾌｧﾝﾄﾞ｣への債権譲渡の実施

◇再生支援実績に関する情報開示の拡充、再生
ノウハウ共有化の一層の推進

・再生ﾌｧﾝﾄﾞのｽｷｰﾑ、取組み事例について本紙で開示

③ 事業再生に向けた積極的な取組み

◇事業再生に向けた積極的な取組み

・あおぞら銀行と協働で組成する再生ﾌｧﾝﾄﾞを69先が活用

・再生ｼﾅﾘｵ付ﾊﾞﾙｸｾｰﾙによる債権譲渡の実施

・ｴｸﾞｼﾞｯﾄﾌｧｲﾅﾝｽの取組

・中小企業基盤整備機構等と当社を含む大阪府内7金融機関の共同出資によ
　 る「おおさか中小企業再生ﾌｧﾝﾄﾞ」を設立し第一号案件を取組

・｢元気出せ大阪ﾌｧﾝﾄﾞ｣への債権譲渡の実施

◇再生支援実績に関する情報開示の拡充、再生
ノウハウ共有化の一層の推進

・再生ﾌｧﾝﾄﾞのｽｷｰﾑ、取組み事例について本紙で開示

計 画 進捗状況

計 画 進捗状況
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③ 事業再生に向けた積極的な取組み

◇事業再生に向けた積極的な取組み

・民事再生、私的整理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの活用

・再生ﾌｧﾝﾄﾞ・ｴｸﾞｼﾞｯﾄﾌｧｲﾅﾝｽ・ＤＤＳの活用

・中小企業再生支援協議会、ＲＣＣ等との連携

◇再生支援実績に関する情報開示の拡充、再生
ノウハウ共有化の一層の推進

・成功事例、法的整理の活用実績等の再生支援実績や、再生ﾉｳﾊｳの特徴ある
　 取組みについて公表

③ 事業再生に向けた積極的な取組み

◇事業再生に向けた積極的な取組み

・民事再生、私的整理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの活用

・再生ﾌｧﾝﾄﾞ・ｴｸﾞｼﾞｯﾄﾌｧｲﾅﾝｽ・ＤＤＳの活用

・中小企業再生支援協議会、ＲＣＣ等との連携

◇再生支援実績に関する情報開示の拡充、再生
ノウハウ共有化の一層の推進

・成功事例、法的整理の活用実績等の再生支援実績や、再生ﾉｳﾊｳの特徴ある
　 取組みについて公表

④ 担保・保証に過度に依存しない融資の推進等

◇担保・保証に過度に依存しない融資の推進

　・ﾛｰﾝﾚﾋﾞｭｰの徹底、財務制限条項の活用、信用ﾘｽｸﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの整備充実への　
　　取組み 　

・ﾐﾄﾞﾙﾘｽｸ・ﾐﾄﾞﾙﾘﾀｰﾝ型のｽｺｱﾘﾝｸﾞﾓﾃﾞﾙ商品、大阪府ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ型融資の導入

・個人事業者向けｽｺｱﾘﾝｸﾞ商品の投入・活用

◇中小企業の資金調達手法の多様化等

・りそなｸﾞﾙｰﾌ゚ や他金融機関との連携によるﾉﾝﾘｺｰｽﾛｰﾝの推進

　・売掛債権担保融資の商品化

④ 担保・保証に過度に依存しない融資の推進等

◇担保・保証に過度に依存しない融資の推進

　・ﾛｰﾝﾚﾋﾞｭｰの徹底、財務制限条項の活用、信用ﾘｽｸﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの整備充実への　
　　取組み 　

・ﾐﾄﾞﾙﾘｽｸ・ﾐﾄﾞﾙﾘﾀｰﾝ型のｽｺｱﾘﾝｸﾞﾓﾃﾞﾙ商品、大阪府ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ型融資の導入

・個人事業者向けｽｺｱﾘﾝｸﾞ商品の投入・活用

◇中小企業の資金調達手法の多様化等

・りそなｸﾞﾙｰﾌ゚ や他金融機関との連携によるﾉﾝﾘｺｰｽﾛｰﾝの推進

　・売掛債権担保融資の商品化

※実績の数値は17年4月～18年9月、〔〕内は18年度上期中

※実績の数値は17年4月～18年9月、〔〕内は18年度上期中



⑥ 人材の育成

◇企業の将来性・技術力を的確に評価できる能力の向上、経営支援　
　 能力の向上

・中小企業金融公庫出身の外部講師を招き経営改善、目利きを目的とした　
　 集合研修「企業調査ｾﾐﾅｰ」を実施

・地銀協主催の集合研修受講者41名〔11名〕、通信講座受講者65名〔16名〕

・営業ｽｷﾙ強化研修(戦略ｽｷﾙ）受講者255名〔16名〕

・企業調査ｾﾐﾅｰ(目利き) 受講者291名〔96名〕

・企業調査ｾﾐﾅｰ(経営改善) 受講者16名〔0名〕

⑥ 人材の育成

◇企業の将来性・技術力を的確に評価できる能力の向上、経営支援　
　 能力の向上

・中小企業金融公庫出身の外部講師を招き経営改善、目利きを目的とした　
　 集合研修「企業調査ｾﾐﾅｰ」を実施

・地銀協主催の集合研修受講者41名〔11名〕、通信講座受講者65名〔16名〕

・営業ｽｷﾙ強化研修(戦略ｽｷﾙ）受講者255名〔16名〕

・企業調査ｾﾐﾅｰ(目利き) 受講者291名〔96名〕

・企業調査ｾﾐﾅｰ(経営改善) 受講者16名〔0名〕

⑤ 顧客への説明態勢の整備、相談苦情処理機能
の強化

◇顧客への説明態勢の整備

・顧客説明ﾏﾆｭｱﾙ等の定着化のための研修等の実施

◇相談苦情処理機能の強化
・｢ｻｰﾋ゙ ｽ改革連絡会・苦情対応連絡会｣を開催し再発防止策の検討、改善策

　 を実施。

・本部お客様ｻｰﾋ゙ ｽ室が営業店を訪問し、苦情発生時の対応状況、苦情事例
　　店内研修の実施状況等を確認・指導

　・融資課・業務課役席対象に｢苦情対応研修｣を実施、延べ504名受講

⑤ 顧客への説明態勢の整備、相談苦情処理機能
の強化

◇顧客への説明態勢の整備

・顧客説明ﾏﾆｭｱﾙ等の定着化のための研修等の実施

◇相談苦情処理機能の強化
・｢ｻｰﾋ゙ ｽ改革連絡会・苦情対応連絡会｣を開催し再発防止策の検討、改善策

　 を実施。

・本部お客様ｻｰﾋ゙ ｽ室が営業店を訪問し、苦情発生時の対応状況、苦情事例
　　店内研修の実施状況等を確認・指導

　・融資課・業務課役席対象に｢苦情対応研修｣を実施、延べ504名受講

計 画 進捗状況

計 画 進捗状況

ⅣⅣ..具体的な取組みの進捗状況具体的な取組みの進捗状況
Ｐ8Ｐ8

⑤ 顧客への説明態勢の整備、相談苦情処理機能
の強化

◇顧客への説明態勢の整備

・顧客説明ﾏﾆｭｱﾙ等の定着化のための研修等の実施

◇相談苦情処理機能の強化
・｢苦情対応連絡会｣を発展させた｢ｻｰﾋﾞｽ改革連絡会・苦情対応連絡会｣で　

　　の再発防止策の検討、営業店への事例還元

・苦情発生状況に問題がある営業店の指導強化

⑤ 顧客への説明態勢の整備、相談苦情処理機能
の強化

◇顧客への説明態勢の整備

・顧客説明ﾏﾆｭｱﾙ等の定着化のための研修等の実施

◇相談苦情処理機能の強化
・｢苦情対応連絡会｣を発展させた｢ｻｰﾋﾞｽ改革連絡会・苦情対応連絡会｣で　

　　の再発防止策の検討、営業店への事例還元

・苦情発生状況に問題がある営業店の指導強化

⑥ 人材の育成

◇企業の将来性・技術力を的確に評価できる能力の向上、経営支援
　 能力の向上

・外部専門家を講師に招き経営改善、目利きを目的とした集合研修を実施

・地銀協主催の集合研修、通信講座の受講奨励

　・営業店ｽｷﾙ強化研修の実施

⑥ 人材の育成

◇企業の将来性・技術力を的確に評価できる能力の向上、経営支援
　 能力の向上

・外部専門家を講師に招き経営改善、目利きを目的とした集合研修を実施

・地銀協主催の集合研修、通信講座の受講奨励

　・営業店ｽｷﾙ強化研修の実施

※実績の数値は17年4月～18年9月、〔〕内は18年度上期中



② 収益管理態勢の整備と収益力の向上

◇信用ﾘｽｸﾃﾞｰﾀの蓄積
・信用格付ｼｽﾃﾑの構築を完了、18年4月より運用を開始

・個人事業主の確定申告書のﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化完了

◇金利設定のための内部基準の整備等
・信用ｺｽﾄを反映した取引先別収益表等を営業店に提供、取組方針の明確化

　 と適正ﾌﾟﾗｲｼﾝｸﾞ確保の本部指導を実施

② 収益管理態勢の整備と収益力の向上

◇信用ﾘｽｸﾃﾞｰﾀの蓄積
・信用格付ｼｽﾃﾑの構築を完了、18年4月より運用を開始

・個人事業主の確定申告書のﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化完了

◇金利設定のための内部基準の整備等
・信用ｺｽﾄを反映した取引先別収益表等を営業店に提供、取組方針の明確化

　 と適正ﾌﾟﾗｲｼﾝｸﾞ確保の本部指導を実施

① リスク管理態勢の充実

◇自己資本比率算出方法の精緻化への取組み
・信用ﾘｽｸｱｾｯﾄ計算ｼｽﾃﾑの要件定義を終え、開発に着手

・17年3月末基準のﾌｨｰﾙﾄﾞﾃｽﾄ、17年9月末基準のﾊﾞｰｾﾞﾙⅡﾍﾞｰｽの自己資本
　　比率の試算等を踏まえ、更に新規制に沿った18年3月末基準の試算を実施

◇ﾘｽｸ管理の高度化
・第2の柱に係る監督指針のﾁｪｯｸﾘｽﾄに基づくｷﾞｬｯﾌ゚ 分析の実施

◇情報開示の拡充
・告示案を踏まえ、情報開示の拡充に係るﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌ゚ を組成

① リスク管理態勢の充実

◇自己資本比率算出方法の精緻化への取組み
・信用ﾘｽｸｱｾｯﾄ計算ｼｽﾃﾑの要件定義を終え、開発に着手

・17年3月末基準のﾌｨｰﾙﾄﾞﾃｽﾄ、17年9月末基準のﾊﾞｰｾﾞﾙⅡﾍﾞｰｽの自己資本
　　比率の試算等を踏まえ、更に新規制に沿った18年3月末基準の試算を実施

◇ﾘｽｸ管理の高度化
・第2の柱に係る監督指針のﾁｪｯｸﾘｽﾄに基づくｷﾞｬｯﾌ゚ 分析の実施

◇情報開示の拡充
・告示案を踏まえ、情報開示の拡充に係るﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌ゚ を組成

計 画

ⅣⅣ..具体的な取組みの進捗状況具体的な取組みの進捗状況

2 .経営力の強化2 .経営力の強化

進捗状況

計 画 進捗状況

Ｐ9Ｐ9

① リスク管理態勢の充実

◇自己資本比率算出方法の精緻化への取組み
・ﾘｽｸｱｾｯﾄ計算ｼｽﾃﾑの導入とﾃﾞｰﾀ収集の

　 ｽﾑｰｽﾞ化

◇ﾘｽｸ管理の高度化

・金利ﾘｽｸ等についての計量化

・業務ﾌﾟﾛｾｽ、内部検証ﾌﾟﾛｾｽの再構築

・定性的な側面の把握・管理の一層の強化

・ﾘｽｸｶﾃｺ゙ ﾘｰ間の相関関係を考慮したﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ全体の管理の高度化

◇情報開示の拡充
・定量的・定性的項目の適切な情報開示の拡充

① リスク管理態勢の充実

◇自己資本比率算出方法の精緻化への取組み
・ﾘｽｸｱｾｯﾄ計算ｼｽﾃﾑの導入とﾃﾞｰﾀ収集の

　 ｽﾑｰｽﾞ化

◇ﾘｽｸ管理の高度化

・金利ﾘｽｸ等についての計量化

・業務ﾌﾟﾛｾｽ、内部検証ﾌﾟﾛｾｽの再構築

・定性的な側面の把握・管理の一層の強化

・ﾘｽｸｶﾃｺ゙ ﾘｰ間の相関関係を考慮したﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ全体の管理の高度化

◇情報開示の拡充
・定量的・定性的項目の適切な情報開示の拡充

② 収益管理態勢の整備と収益力の向上

◇信用ﾘｽｸﾃﾞｰﾀの蓄積

・精度の高い信用格付制度の構築

・自己査定ｼｽﾃﾑ等と連携のとれた信用格付ｼｽﾃﾑの構築

・分散する信用ﾘｽｸﾃﾞｰﾀを統合するｼｽﾃﾑの構築

◇金利設定のための内部基準の整備等
・信用ｺｽﾄを反映した取引先別収益表等の営業店に対するﾂｰﾙの提供

② 収益管理態勢の整備と収益力の向上

◇信用ﾘｽｸﾃﾞｰﾀの蓄積

・精度の高い信用格付制度の構築

・自己査定ｼｽﾃﾑ等と連携のとれた信用格付ｼｽﾃﾑの構築

・分散する信用ﾘｽｸﾃﾞｰﾀを統合するｼｽﾃﾑの構築

◇金利設定のための内部基準の整備等
・信用ｺｽﾄを反映した取引先別収益表等の営業店に対するﾂｰﾙの提供



ⅣⅣ..具体的な取組みの進捗状況具体的な取組みの進捗状況

④法令等遵守態勢の強化

◇営業店に対する法令等遵守状況の点検強化等

・ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ責任者研修を年2回実施、役割、相談・報告ﾙｰﾙを再徹底

・業務別研修等の機会に、りそなｸﾞﾙｰﾌﾟ行動指針「りそなSTANDARD」を
　 使用しｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽに関する報告・相談ﾙｰﾙを徹底

・全従業員を対象にｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ意識調査を17年8月、18年8月に実施

◇適切な顧客情報の管理・取扱いの確保

・情報管理態勢の強化を18年度ｺﾝﾌ゚ ﾗｲｱﾝｽﾌ゚ ﾛｸﾞﾗﾑの主要課題に掲げ研修等を
　　強化

・情報漏洩事案をｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ委員会に報告、再発防止策を検討

・技術的安全管理措置への継続対応

④法令等遵守態勢の強化

◇営業店に対する法令等遵守状況の点検強化等

・ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ責任者研修を年2回実施、役割、相談・報告ﾙｰﾙを再徹底

・業務別研修等の機会に、りそなｸﾞﾙｰﾌﾟ行動指針「りそなSTANDARD」を
　 使用しｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽに関する報告・相談ﾙｰﾙを徹底

・全従業員を対象にｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ意識調査を17年8月、18年8月に実施

◇適切な顧客情報の管理・取扱いの確保

・情報管理態勢の強化を18年度ｺﾝﾌ゚ ﾗｲｱﾝｽﾌ゚ ﾛｸﾞﾗﾑの主要課題に掲げ研修等を
　　強化

・情報漏洩事案をｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ委員会に報告、再発防止策を検討

・技術的安全管理措置への継続対応

③ ガバナンスの強化

◇財務内容の適正性の確認
・｢株式会社りそなﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽの有価証券報告書・半期報告書用報告資料

作成のための取扱要領」を制定

・取扱要領等に則り、資料作成部署が自己点検を行い、記載内容の適切性を
確認。その上で、代表者が記載内容の適正性を確認し、りそなﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ
宛確認書を提出

・内部監査部は、「情報開示(有価証券報告書)に係る内部統制整備状況に関
する監査」を実施し、取扱要領等の制定状況や報告資料検証ﾌﾟﾛｾｽの適切
性等を検証

　･｢財務報告内部統制WG｣を組成し、会社レベル統制の評価質問書を策定、

　　さらに業務ﾌﾟﾛｾｽﾚﾍ゙ ﾙ統制のﾌﾟﾛｾｽ選定作業を実施し文書化作業へ着手

③ ガバナンスの強化

◇財務内容の適正性の確認
・｢株式会社りそなﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽの有価証券報告書・半期報告書用報告資料

作成のための取扱要領」を制定

・取扱要領等に則り、資料作成部署が自己点検を行い、記載内容の適切性を
確認。その上で、代表者が記載内容の適正性を確認し、りそなﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ
宛確認書を提出

・内部監査部は、「情報開示(有価証券報告書)に係る内部統制整備状況に関
する監査」を実施し、取扱要領等の制定状況や報告資料検証ﾌﾟﾛｾｽの適切
性等を検証

　･｢財務報告内部統制WG｣を組成し、会社レベル統制の評価質問書を策定、

　　さらに業務ﾌﾟﾛｾｽﾚﾍ゙ ﾙ統制のﾌﾟﾛｾｽ選定作業を実施し文書化作業へ着手

計 画 進捗状況

計 画 進捗状況

Ｐ10Ｐ10

③ ガバナンスの強化

◇財務内容の適正性の確認

・内部監査部による監査、監査法人による会計監査に加え、りそな　　　　
　　ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸ゙ ｽ宛に報告する有価証券報告書作成用の資料について　　　　　
　　以下の対応を実施

ⅰ）資料作成ﾌﾟﾛｾｽの規程化
ⅱ）代表者による記載内容の適切性確認、確認

書の提出

ⅲ）りそなﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ内部監査部と連携した、
財務報告に係る内部統制状況の監査の実施

・ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ強化に対する規律づけとして、積極的な情報開示の実施

③ ガバナンスの強化

◇財務内容の適正性の確認

・内部監査部による監査、監査法人による会計監査に加え、りそな　　　　
　　ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸ゙ ｽ宛に報告する有価証券報告書作成用の資料について　　　　　
　　以下の対応を実施

ⅰ）資料作成ﾌﾟﾛｾｽの規程化
ⅱ）代表者による記載内容の適切性確認、確認

書の提出

ⅲ）りそなﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ内部監査部と連携した、
財務報告に係る内部統制状況の監査の実施

・ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ強化に対する規律づけとして、積極的な情報開示の実施

④ 法令等遵守態勢の強化

◇営業店に対する法令等遵守状況の点検強化等

・ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ責任者の研修等によるﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ

・りそなｸﾞﾙｰﾌ゚ 行動指針「りそなSTANDARD」を使用しｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽに関する
　　報告・相談ﾙｰﾙを徹底

・全従業員を対象にｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ意識調査を実施

◇適切な顧客情報の管理・取扱いの確保

・集合研修、各部店での研修の場における情報管理の継続徹底

・情報漏洩事案の発生時における責任の明確化と再発防止策の検討と実施

・技術的安全管理措置への対応

④ 法令等遵守態勢の強化

◇営業店に対する法令等遵守状況の点検強化等

・ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ責任者の研修等によるﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ

・りそなｸﾞﾙｰﾌ゚ 行動指針「りそなSTANDARD」を使用しｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽに関する
　　報告・相談ﾙｰﾙを徹底

・全従業員を対象にｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ意識調査を実施

◇適切な顧客情報の管理・取扱いの確保

・集合研修、各部店での研修の場における情報管理の継続徹底

・情報漏洩事案の発生時における責任の明確化と再発防止策の検討と実施

・技術的安全管理措置への対応



ⅣⅣ..具体的な取組みの進捗状況具体的な取組みの進捗状況

⑤ ＩＴの戦略的活用

◇ＩＴの戦略的活用に向けた取組みの推進

･「近畿大阪ﾎﾟｲﾝﾄｻｰﾋﾞｽ」の導入(17年9月)、WEB通帳の導入(17年9月)、外為
　　WEB受付ｻｰﾋ゙ ｽの導入(17年10月)、ATMｶｰﾄ゙ ﾛｰﾝ受付ｼｽﾃﾑの導入(18年7月)
･ 為替集中処理ｼｽﾃﾑの導入(18年4月)
･ 偽造・盗難ｶｰﾄ゙ 対応としてATMでの口座別支払限度額設定の導入(17年9月)、
ｶｰﾄﾞﾛｯｸ機能(18年3月)、生体認証ICｷｬｯｼｭｶｰﾄﾞの開発(18年10月導入)

･信用格付ｻﾌﾞｼｽﾃﾑの導入(18年3月)、融資電子稟議ｼｽﾃﾑの導入(18年3月)

⑤ ＩＴの戦略的活用

◇ＩＴの戦略的活用に向けた取組みの推進

･「近畿大阪ﾎﾟｲﾝﾄｻｰﾋﾞｽ」の導入(17年9月)、WEB通帳の導入(17年9月)、外為
　　WEB受付ｻｰﾋ゙ ｽの導入(17年10月)、ATMｶｰﾄ゙ ﾛｰﾝ受付ｼｽﾃﾑの導入(18年7月)
･ 為替集中処理ｼｽﾃﾑの導入(18年4月)
･ 偽造・盗難ｶｰﾄ゙ 対応としてATMでの口座別支払限度額設定の導入(17年9月)、
ｶｰﾄﾞﾛｯｸ機能(18年3月)、生体認証ICｷｬｯｼｭｶｰﾄﾞの開発(18年10月導入)

･信用格付ｻﾌﾞｼｽﾃﾑの導入(18年3月)、融資電子稟議ｼｽﾃﾑの導入(18年3月)

計 画 進捗状況

Ｐ11Ｐ11

⑤ ＩＴの戦略的活用

◇ＩＴの戦略的活用に向けた取組みの推進

・営業戦力をｻﾎﾟｰﾄする商品・ｻｰﾋﾞｽ機能向上への 活用

・営業店及び事務集中ｾﾝﾀｰの事務効率化への活用

・偽造ｶｰﾄﾞ対応、個人情報保護法等、ｼｽﾃﾑﾘｽｸ管理強化への活用　　　　

・ﾊﾞｰｾﾞﾙⅡへの対応を含め、融資管理面ならびにﾘｽｸ管理の高度化への活用　
　　　　

⑤ ＩＴの戦略的活用

◇ＩＴの戦略的活用に向けた取組みの推進

・営業戦力をｻﾎﾟｰﾄする商品・ｻｰﾋﾞｽ機能向上への 活用

・営業店及び事務集中ｾﾝﾀｰの事務効率化への活用

・偽造ｶｰﾄﾞ対応、個人情報保護法等、ｼｽﾃﾑﾘｽｸ管理強化への活用　　　　

・ﾊﾞｰｾﾞﾙⅡへの対応を含め、融資管理面ならびにﾘｽｸ管理の高度化への活用　
　　　　

① 地域貢献等に関する情報開示

◇地域貢献等に関する情報開示

・｢地域に存在感のある銀行｣として、当社の多彩な活動をPRした｢2005－　　

　2006中間期ﾚﾎﾟｰﾄ：人と地域とのつながりを大切にします。｣を発刊 (18年2月)

･ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに「お客さまの声を反映した利便性向上への取り組み」を掲載

･「りそなｸﾞﾙｰﾌﾟﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ誌2006」に加え、当社の強み、地域への
　 貢献状況及び独自の営業施策等を分かりやすく記載した別冊
「RESONA WAY」を発刊 (18年7月)

① 地域貢献等に関する情報開示

◇地域貢献等に関する情報開示

・｢地域に存在感のある銀行｣として、当社の多彩な活動をPRした｢2005－　　

　2006中間期ﾚﾎﾟｰﾄ：人と地域とのつながりを大切にします。｣を発刊 (18年2月)

･ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに「お客さまの声を反映した利便性向上への取り組み」を掲載

･「りそなｸﾞﾙｰﾌﾟﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ誌2006」に加え、当社の強み、地域への
　 貢献状況及び独自の営業施策等を分かりやすく記載した別冊
「RESONA WAY」を発刊 (18年7月)

計 画

3.地域の利用者の利便性向上3.地域の利用者の利便性向上

進捗状況

① 地域貢献等に関する情報開示

◇地域貢献等に関する情報開示

・地域のお客さまのご預金が地域のためにどのように活かされているか等　
　　の項目も含めた地域貢献の状況を、ﾃﾞｨｽｸﾛｰｼ゙ ｬｰ誌、ﾘｰﾌﾚｯﾄの発刊、ﾎｰﾑ　
　　ﾍﾟｰｼﾞへの掲載を通じて情報開示

① 地域貢献等に関する情報開示

◇地域貢献等に関する情報開示

・地域のお客さまのご預金が地域のためにどのように活かされているか等　
　　の項目も含めた地域貢献の状況を、ﾃﾞｨｽｸﾛｰｼ゙ ｬｰ誌、ﾘｰﾌﾚｯﾄの発刊、ﾎｰﾑ　
　　ﾍﾟｰｼﾞへの掲載を通じて情報開示



② 充実した分かりやすい情報開示の推進

◇充実した分かりやすい情報開示の推進

・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ「こんなときどうする」の更新

･ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに「お客さまの声を反映した利便性向上への取り組み」を掲載

② 充実した分かりやすい情報開示の推進

◇充実した分かりやすい情報開示の推進

・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ「こんなときどうする」の更新

･ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに「お客さまの声を反映した利便性向上への取り組み」を掲載

ⅣⅣ..具体的な取組みの進捗状況具体的な取組みの進捗状況

計 画 進捗状況

Ｐ12Ｐ12

② 充実した分かりやすい情報開示の推進

◇充実した分かりやすい情報開示の推進

・お客さまからの質問や相談等のうち、頻度の高いものについて、回答事例
　　を作成し、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ「こんなときどうする」に掲載

② 充実した分かりやすい情報開示の推進

◇充実した分かりやすい情報開示の推進

・お客さまからの質問や相談等のうち、頻度の高いものについて、回答事例
　　を作成し、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ「こんなときどうする」に掲載

④ 地域再生推進のための各種施策との連携等

◇大阪府と地域金融機関が官民一体となった「金融新戦略」の実現

　・「大阪府成長性評価融資｣を導入、26件7.5億円〔10件2.6億円〕の取扱

　・「大阪府ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ型融資｣を導入、1,365件240億円〔472件86億円〕の取扱

　・ (財)大阪産業振興機構へ17年4月から人材を派遣、融資制度の設計をｻﾎﾟｰﾄ

④ 地域再生推進のための各種施策との連携等

◇大阪府と地域金融機関が官民一体となった「金融新戦略」の実現

　・「大阪府成長性評価融資｣を導入、26件7.5億円〔10件2.6億円〕の取扱

　・「大阪府ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ型融資｣を導入、1,365件240億円〔472件86億円〕の取扱

　・ (財)大阪産業振興機構へ17年4月から人材を派遣、融資制度の設計をｻﾎﾟｰﾄ

③地域の利用者の満足度を重視した金融機関経営の確立
◇お客さまへのｱﾝｹｰﾄの実施

・店頭備え置きｱﾝｹｰﾄに加え対面ｱﾝｹｰﾄ、郵送ｱﾝｹｰﾄを実施。ｱﾝｹｰﾄや苦情から
　　得られる情報から改善事項等を検討、ATM利用時間の拡大、ｷｬｯｼｭｶｰﾄ゙ の
　　盗難・紛失の受付24時間365日対応、振込依頼書(兼払戻依頼書)のﾈｯﾄ扱い
　　可能､通帳繰越機能付ATMの設置､ﾃﾚﾎﾝﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊ゙ ﾝｷﾝｸﾞ･ﾓﾊﾞｲﾙﾊﾞﾝｷ
　　ﾝｸﾞの受付時間延長等を実施。

③地域の利用者の満足度を重視した金融機関経営の確立
◇お客さまへのｱﾝｹｰﾄの実施

・店頭備え置きｱﾝｹｰﾄに加え対面ｱﾝｹｰﾄ、郵送ｱﾝｹｰﾄを実施。ｱﾝｹｰﾄや苦情から
　　得られる情報から改善事項等を検討、ATM利用時間の拡大、ｷｬｯｼｭｶｰﾄ゙ の
　　盗難・紛失の受付24時間365日対応、振込依頼書(兼払戻依頼書)のﾈｯﾄ扱い
　　可能､通帳繰越機能付ATMの設置､ﾃﾚﾎﾝﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊ゙ ﾝｷﾝｸﾞ･ﾓﾊﾞｲﾙﾊﾞﾝｷ
　　ﾝｸﾞの受付時間延長等を実施。

計 画 進捗状況

計 画 進捗状況

③ 地域の利用者の満足度を重視した金融機関経営の確立

◇お客さまへのｱﾝｹｰﾄの実施

・お客さまの満足度に関するｱﾝｹｰﾄを実施し、調査結果を分析し、経営改善　
　　に繋げるとともに、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等において公表

③ 地域の利用者の満足度を重視した金融機関経営の確立

◇お客さまへのｱﾝｹｰﾄの実施

・お客さまの満足度に関するｱﾝｹｰﾄを実施し、調査結果を分析し、経営改善　
　　に繋げるとともに、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等において公表

④ 地域再生推進のための各種施策との連携等

◇大阪府と地域金融機関が官民一体となった「金融新戦略」の実現

　・中小企業の成長性に重点を置いた「大阪府成長性評価融資制度」の導入

　・中小企業の収益性に重点を置いた「大阪府ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ型融資」の導入

　・(財)大阪産業振興機構への人材派遣

④ 地域再生推進のための各種施策との連携等

◇大阪府と地域金融機関が官民一体となった「金融新戦略」の実現

　・中小企業の成長性に重点を置いた「大阪府成長性評価融資制度」の導入

　・中小企業の収益性に重点を置いた「大阪府ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ型融資」の導入

　・(財)大阪産業振興機構への人材派遣

※実績の数値は17年4月～18年9月、〔〕内は18年度上期中



ⅤⅤ..主な事例紹介主な事例紹介
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1.創業・新事業支援機能強化への取組み事例1.創業・新事業支援機能強化への取組み事例

ビジネスマッチング

・大手卸売業、小売業等をバイヤーとする当社独自の「ビジネス商談会」を定期的に開催しております。
・全店を通じてベンダーとして参加いただくお取引先を募集し、延べ72先に参加をいただきましたが、予めバイヤーのニーズをお伺いし募
　集を行ったことから、短期間でスムースな商談が行われました。

中國銀行との提携による現地金融機能の提供

・当社取引先の住設機器卸売業のお客さまに対し、物流コストの比率が高いことを助言し、当社ビジネスマッチング契約先であるコンサル
　ティング会社をご紹介しました。コンサルティング会社の提案による物流面の合理化の結果、年間20百万円の経費削減となり、取引先企
　業との支援機能の強化に繋がりました。

2.経営相談・支援機能強化、および事業再生への取組み事例2.経営相談・支援機能強化、および事業再生への取組み事例

再生ファンド

・中小企業の再生ノウハウに長けているあおぞら銀行との協働で「再生　
　ファンド」を組成し、多くのお取引先にファンドを活用いただきました。
・スキームの概要は、当社の債権を信託銀行に時価で信託するとともに、
　受益権は一部を当社に残し投資家に譲渡、当社、投資家、およびサー　
　ビシング業務が委託されるサービサーの三者がファンドの運営に関す　
　る合意書を交します。
・当社は受益権の一部を保有すること、サービサーに人材を派遣するこ　
　とで、引続きお取引先の事業再生に関与していくこととなります。

当社 投資家

コンサルタント

信託銀行 合意書

投資家、信 託 銀 行 、サー
サービサー ビサーはあおぞら銀行

グループ

信託

受 益 権

受益権価 格 精 査

サービシング
委託

･ Ａ社は下着類の製造販売を営んでおり、Ａ社の中国の現地法人の業容拡
　大に伴い人民元での資金ニーズが発生しました。
･Ａ社の中国現地法人はこれまで中國銀行との与信取引はございませんで
　したが、当社と中國銀行との提携により、中國銀行大阪支店を介在する
　ことで、スピーディーかつスムーズに人民元融資をうけることができ　
　ました。

保証書の差 入れ
人民元融資 の実 行

資 本 関 係

スタンドバイL/Cを発 行

人民元融資 に係
る保証 の申 込

中 國 銀 行　現 地 営 業 所 中國銀行大阪支店

当 社

A社中国現地法人
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おおさか中小企業再生ファンド

中
小
企
業

地域の経済活力 や雇用
について大きな役割を果
たす大阪府内中小企業

中長期的な株式、
債権の保有

相談

再生計画策定支援

おおさか中小企業再生ファンド
（投資事業有限責任組合）

投資家

中小企業基盤整
備機構

大阪府中小企業
再生支援協議会

連携

連携

地域金融機関

債権買取

無限責任組合員
有限責任組合員

継続的 な
経営支援

当 社を含む
７金融機関

・大阪府の地域経済の発展、活性化に寄与することを目的として、中小企業基
　盤整備機構等と当社を含む大阪府内７金融機関の共同出資による｢地域型中
　小企業再生ファンド（おおさか中小企業再生ファンド）｣を設立、第一号案
　件を取組いたしました。

・このファンドは、過剰債務等により経営状況が悪化しているものの、本業収
　益で再生可能な企業に出資し、中長期的な投資先企業の業況や事業の進捗状
　況等を継続的に把握し、経営・技術等に関する支援を行いながら事業再生を
　可能とするものです。

・Ｂ社は、無機工業製品を製造している中小企業です。

・収益力が低位で過去の蓄財を取崩しているなか、多額の貸倒損失が発生し実
　態的に赤字へ転落しました。そうした中ｻﾌﾞﾒｲﾝ行が、Ｂ社の貸出債権をRCC
　へ売却しました。

・当社はﾒｲﾝ行として、中小公庫と連携し兵庫県中小企業再生支援協議会と協議
　した結果、Ｂ社の安定した営業地盤、財務ﾊﾞﾗﾝｽ改善の可能性等を勘案し、再
　生計画を策定のうえ継続支援を決定しました。

・Ｂ社はRCCへ売却された貸出債権を、当社と中小公庫の協調融資を受け買取
　りを実施いたしました。　　　　　　　　　　※ＲＣＣ：整理回収機構

中小企業再生協議会との連携による事業再生

自 社 債 権
買取り

協調融資

連携

債権売却

当 　　　社
中 小 公 庫

兵 庫 県 中 小 企 業
再 生 支 援 協 議 会

ｻﾌﾞﾒｲﾝ行 RCC

B　社
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3.お客さまの“声”を反映した利便性向上への取組み事例3.お客さまの“声”を反映した利便性向上への取組み事例

・当社では、お客さまの声を反映した利便性向上への取組みとして、店頭に備え置いたアンケートや、苦情のお申し出から情報を収集し、 　
　サービス改革室が中心となり改善事項等を検討しております。

店頭アンケート・苦情対応

17年度に検討した主な改善事項17年度に検討した主な改善事項

当社ATMのご利用時間を、平日は午後9:00までを午後10:00までに、土日祝は午後5:00までを午後7:00までに、それぞれ延長しま
した。（17年11月19日より実施）
当社ATMのご利用時間を、平日は午後9:00までを午後10:00までに、土日祝は午後5:00までを午後7:00までに、それぞれ延長しま
した。（17年11月19日より実施）

夜間、電話によるキャッシュカードの盗難、紛失の受付は、従来ではATMのご利用時間終了後は、翌朝に改めてお電話いただく
ようご案内していましたが、24時間受付させていただくよう変更いたしました。（17年11月14日より実施）
夜間、電話によるキャッシュカードの盗難、紛失の受付は、従来ではATMのご利用時間終了後は、翌朝に改めてお電話いただく
ようご案内していましたが、24時間受付させていただくよう変更いたしました。（17年11月14日より実施）

従来は、振込依頼書(兼払戻請求書）の利用は、引き落とし口座の営業店のみの受付となっておりましたが、当社本支店ならど
このお店でも受付が可能に変更しました。(17年12月19日より実施）
従来は、振込依頼書(兼払戻請求書）の利用は、引き落とし口座の営業店のみの受付となっておりましたが、当社本支店ならど
このお店でも受付が可能に変更しました。(17年12月19日より実施）

18年度上期に検討した主な改善事項18年度上期に検討した主な改善事項

有人店舗全店に、通帳繰越機能付ATMを導入し、窓口営業時間以外でも通帳繰越がご利用いただけるようにしました。(18年9月、
全店設置完了）

有人店舗全店に、通帳繰越機能付ATMを導入し、窓口営業時間以外でも通帳繰越がご利用いただけるようにしました。(18年9月、
全店設置完了）

ご高齢の方等に配慮した記帳台を18か店に設置いたしました。（18年9月末日時点）ご高齢の方等に配慮した記帳台を18か店に設置いたしました。（18年9月末日時点）

従来、テレホンバンキングでマル限通帳式定期（マル優限り扱いの通帳式定期預金）のお取扱をしておりませんでしたが、ご利
用いただけるようになりました。（18年10月10日より実施）
従来、テレホンバンキングでマル限通帳式定期（マル優限り扱いの通帳式定期預金）のお取扱をしておりませんでしたが、ご利
用いただけるようになりました。（18年10月10日より実施）

当社とお客さまのお取引項目をポイントに換算し、ポイントに応じたさまざまな特典をご利用いただける「ポイントサービス」
について、テレホンバンキングの自動音声でポイント照会がご利用いただけるようになりました。（18年10月10日より実施）
当社とお客さまのお取引項目をポイントに換算し、ポイントに応じたさまざまな特典をご利用いただける「ポイントサービス」
について、テレホンバンキングの自動音声でポイント照会がご利用いただけるようになりました。（18年10月10日より実施）

テレホンバンキングやインターネットバンキング・モバイルバンキングでの当日扱い振込の受付時間を、平日の午後2:00までか
ら、平日の午後3:00までに延長いたしました。（テレホンバンキングは18年10月10日より、インターネットバンキング・モバイ
ルバンキングは18年10月16日より実施）

テレホンバンキングやインターネットバンキング・モバイルバンキングでの当日扱い振込の受付時間を、平日の午後2:00までか
ら、平日の午後3:00までに延長いたしました。（テレホンバンキングは18年10月10日より、インターネットバンキング・モバイ
ルバンキングは18年10月16日より実施）
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DDSDDS

EXITﾌｧｲﾅﾝｽEXITﾌｧｲﾅﾝｽ

Debt Debt Swapの略。債権者が債務者に対して有する既存の債権を、別の条件の債権と交換すること。既存の債権
を、別の劣後する債権に交換する意味で使われることが一般的です。

「出口金融」ともいい、一般的には、民事再生法や会社更生法の手続きに入った企業が、法的再生手続を早期に終
結する目的で、全ての債務を一括返済するために受ける融資のことです。

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ責任者ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ責任者 全営業店および本部各部に1名以上の責任者を任命し、ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ実践活動における中心的存在として部店内のｺﾝﾌﾟﾗ
ｲｱﾝｽ向上に取組み、ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽの徹底状況をﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞし所管本部に報告するなどの役割を担っています。

産業ｸﾗｽﾀｰｻﾎﾟｰﾄ金融会議産業ｸﾗｽﾀｰｻﾎﾟｰﾄ金融会議
産業クラスター計画（経済産業省が進める産学官による地域再生・産業集積計画）の支援を主な目的として、2003
年に全国11ブロックに設置された組織。地方銀行、信用金庫など多くの金融機関が参加しています。

ランクアップランクアップ 自己査定における貸出先の債務者区分が、例えば「要注意先」→「正常先」のように上位区分に変更になることです。

ｽｺｱﾘﾝｸﾞﾓﾃﾞﾙ商品ｽｺｱﾘﾝｸﾞﾓﾃﾞﾙ商品 スコアリングモデル（財務情報を中心とする多数の顧客データに基づいて、統計的手法によって評点化を行い、信
用力を判別する仕組み）を審査に活用した融資商品のことです。

中小企業基盤整備機構中小企業基盤整備機構

ﾉﾝﾘｺｰｽﾛｰﾝﾉﾝﾘｺｰｽﾛｰﾝ

ﾊﾞｰｾﾞﾙⅡ（新BIS規制）ﾊﾞｰｾﾞﾙⅡ（新BIS規制）

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ

中小企業者の事業活動に必要な助言、研修、資金の貸付・出資、助成および債務の保証、地域における施設の整備、共済制度の
運営等の事業を行い、中小企業事業者の事業活動の活性化のための基盤を整備することを目的とした独立行政法人です。

非遡及型融資のこと。通常の融資は企業自体に資金を貸出すため、担保を処分しても残存額に満たない場合は債務が残り、引き
続き返済が必要となるが、ノンリコースローンでは特定の事業を対象に融資し、返済は担保の範囲内に限定されます。

リスク評価の精緻化、金融機関自身のリスク管理の重視、市場規律の活用等を目的に、2006年末の実施に向けて策
定中の、金融機関の自己資本比率に関する新しい国際合意。

企業の事業展開を支援するため、企業とビジネスパートナーの出会いの場を提供し、ビジネスパートナーとの事業
連携を図ろうとする活動のことです。

目利き人材目利き人材 経営者（企業）の資質、技術力、販売力等から見た企業の将来性等を的確に判断し、または事業再生等に関する専門能力を有する
人材のことです。

大手の企業再生に取組む産業再生機構やＲＣＣ(整理回収機構）に準ずる組織で、中小企業の再生に向けた各種相談や金融面での
調整などを行っております。中小企業再生支援協議会中小企業再生支援協議会




